
大規模イベントの日程

2019年6月28日-29日 G20大阪サミット首脳会合

2019年9月20日-11月2日 ラグビーワールドカップ2019
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2019年10月21日-24日 御即位に伴う儀式等

2020年7月24日-8月9日 東京2020オリンピック競技大会

2020年8月5日-9月6日 東京2020パラリンピック競技大会

北海道、岩手県、埼玉県
東京都、神奈川県、静岡県
愛知県、大阪府、兵庫県
福岡県、大分県、熊本県

東京都、北海道、宮城県
福島県、茨城県、埼玉県
千葉県、神奈川県、山梨県、
静岡県

東京都、千葉県、静岡県

東京都

大阪府

東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会HPより

ラグビーワールドカップ2019日本大会公式HPより



東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部
（本部長：安倍内閣総理大臣）

2020年オリンピック・パラリンピック東京大会関係府省庁連絡会議
（議長：杉田内閣官房副長官）

セキュリティ幹事会 厚生労働省 東京オリンピック・パラリ
ンピック健康危機管理連絡会議

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨWT テロ等警備対策WT

座長：内閣危機管理監
副座長：内閣官房オリパラ事務局長、内閣官房副長官補(内政担当、

事態対処・危機管理担当)
構成員：関係省庁局長級 （厚生労働省：医政局長）
オブザーバー：東京都、組織委、警視庁、東京消防庁

座長：内閣審議官（NISC副ｾﾝﾀｰ長）
座長代理：内閣審議官(オリパラ事務

局)、警察庁審議官
構成員：関係省庁課長級

（厚生労働省：政策統括官付
参事官（ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ担当）

オブザーバー：関係機関の幹部

座長：内閣審議官（事態、オリパラ事務
局）

座長代理：内閣審議官(内政)、内閣府
審議官(防災)、警察庁審議官

構成員：関係省庁課長級
（厚生労働省：厚生科学課長）

オブザーバー：関係機関の幹部

議長：大臣官房厚生科学課長

構成員：大臣官房、医政局、健康局、
医薬・生活衛生局の関係課室長、
関係機関の幹部

趣旨：厚生労働省における東京オリンピッ
ク・パラリンピックへの対応にあたり、
テロ等の未然防止対策、初動体制
の整備、外国人患者受入体制等に
ついて、関係各課の緊密な連携を図
り総合調整を行うことにより、円滑に
対策を実施するもの。(H29.2設置)

大規模イベントに向けた厚生労働省の検討体制

1

セキュリティ情報センター

・平成29年7月24日、警察庁に設置 ・大会の安全に関する情報を集約
・関係機関等と協力し、大会の安全に対する脅威及びリスク分析、評価を行い、
関係機関等に必要な情報を随時提供

例：2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けた厚生労働省の検討体制

G20大阪サミット、御即位に伴う儀式等、
ラグビーワールドカップにおいても、
同様に省内の連携・連絡体制を構築



取 組 内 容

大規模イベントに向けた厚生労働省の取組（健康危機管理関係）

毒物・劇物を保有し又は取り扱う事業者に対し、保管、流通等における盗難防止対策の徹底、不審者への販売自粛と警察への通報、インター
ネットを介した爆発物の原料となり得る化学物質の販売における本人確認及び使用目的の確認の徹底、譲渡手続きの遵守等、適正な管理を
実施するよう指導

感染症法に基づく病原体等の所持、運搬、輸入等に関する規制のほか、国が特定病原体等所持者の施設等に対する立入検査を行うなど病原
微生物等の適正な管理体制を確立

平成29年度から搬送先医療機関における爆傷、銃創等の外傷の治療を担う外傷外科医の養成を行うなど、救急医療体制の整備を推進

生物剤を用いたテロによる事案の迅速な探知のため、感染症の発生動向調査や疑似症届出を徹底して実施

「化学テロリズム対策についての提言」を踏まえ、化学テロ対応医薬品の備蓄を実施。また、天然痘ワクチンの備蓄を実施

水道事業者等に対し、水源監視の強化、浄・配水場、配水池等の水道施設に対する警備や連絡体制等の強化を要請

世界健康安全保障イニシアティブ閣僚級会合（ＧＨＳＩ）を通じた関係諸国とのテロ対策に関する情報の共有

旅館等の事業者に対し、日本国内に住所を有しない外国人が旅館等に宿泊する場合に、国籍及び旅券番号の宿泊者名簿への記載を徹底し、
旅券の写しを宿泊者名簿とともに保存する等、旅館等における外国人宿泊客の本人確認の徹底を要請

我が国に常在しない感染症が国内に侵入することを防止するため、検疫所における適正な検疫対応の徹底

・救急医療体制の整備

・毒物、劇物及び病原体等の適正管理の徹底

・感染症発生動向調査及び疑似症の届出の徹底

・ＮＢＣテロ対策の強化

・旅館等における外国人宿泊客の本人確認の徹底

・水道施設に対する警備等の強化

・検疫体制の整備

・関係国間の連携強化、情報共有の推進

広域連携協議会設置に係る食品衛生法の改正
HACCPに沿った衛生管理の普及・推進、制度化

・食品衛生監視の強化

医療機関における外国人患者受入の環境整備推進に係る事業の実施

・医療機関における外国人患者受入環境の整備


